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平成２１年度合法性等の証明された木材の普及促進事業の 

進め方について 
 
１ 基本的な考え方 

森林減少・劣化の一因となり、地球温暖化・生物多様性の損失につながる

など重要な地球環境問題とされる違法伐採問題に取り組むため、国内の木材

関連業界では、合法性等が証明された木材・木材製品（以下合法木材という）

の円滑な供給を可能とする体制を整備することとし、平成１８年度以来３年

間「違法伐採総合対策推進事業」を実施してきた。この結果、政府調達に必

要な供給体制が概ね整備されつつあるが、低炭素社会へ向けて、我が国での

違法伐採対策を一層効果的に行うためには、合法木材の政府調達のみならず、

民間の市場及び一般消費者の中に浸透させ、関係者に具体的なメリットが認

識できるようにするなどにより、違法に伐採された木材・木材製品を市場か

ら排除する必要がある。 
このため、本事業では、国の出先及び地方行政機関・一般企業・消費者等

に対して、違法伐採対策の重要性や合法性等の証明された木材・木材製品の

普及拡大を行ない、また、木材供給事業体に対して、一般消費者まで供給可

能な合法性等の証明された木材・木材製品の円滑な供給体制の整備を行うこ

ととし、①違法伐採対策・合法木材普及推進委員会の開催、②合法木材普及

啓発事業、③合法木材普及支援事業、④合法木材供給体制整備事業、⑤合法

木材信頼性向上事業を行うものである。 
初年度の今年度としては、関係者による委員会の設置と審議により、全体

の枠組みを明確にするとともに、合法木材を実需に結びつける普及事例を見

える化し、システム全体の普及・改善を図ることとする。 
 
２ ２１年度の具体的な進め方 
（１）違法伐採対策・合法木材普及推進委員会 

（ア）趣旨  
本事業の基本方針の作成や事業の実効性確保のため「違法伐採対策・

合法木材普及推進委員会」を設置し、また、各事業の効果的実施のため

普及拡大部会、及び供給体制整備部会を設置し、開催する。 
（イ）実施の方向 

委員会および部会の構成は、学識経験者、木材業界、需要者側団体、
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環境NGOなど幅広い関係者の代表者を構成員とし、メンバーは別途定め

る。関係行政機関など幅広くオブザーバーの参加を求める。委員会は基

本的に年二回、部会は年三回開催し、開催の経緯は基本的に公開する。 
 
 
（２）合法性等の証明された木材・木材製品普及拡大事業 

（ア）趣旨 
合法木材利用の推進拡大を進めるため、グリーン購入法その他の制度的

支援を要請するとともに、①国の出先及び地方行政機関・消費者・需要

者への利用推進の PR 活動を多面的に展開するとともに、②利用推進のた

めの体制整備および関連情報の収集などを実施する。 
（イ）事業の実施方向 
（Ａ）合法木材普及啓発事業 

①合法木材普及拠点キャンペーンの実施 
一般市民、需要者企業向けに、合法性が証明された木材とその供給体制

の普及活動を、DIY ホームセンターショウと合法木材セミナーなどを中

心に多面的に実施する。 
②合法木材普及促進活動 
都道府県における木材業界団体他、合法木材供給事業者認定団体と連携

し、合法木材普及促進への組織的な働きかけを行う。 
（Ｂ）合法木材普及支援事業 

 合法木材普及窓口機能の強化 
供給者のみならず需要者、一般市民の合法木材の供給体制の問い合わせ

に、認定団体等と連携して的確に対応できるよう、合法木材ナビの掲載

情報、Q&A の充実、対応マニュアルの整備を図り、迅速な情報提供がで

きるよう体制を整備する。 
（３）合法性等の証明された木材・木材製品の供給体制整備事業 

（ア）趣旨 
幅広い合法木材の需要に応えられるよう、合法木材の供給拡大と信頼性

の向上を図るため、以下の事業に取り組みます。 
（イ）事業の実施方向 
（Ａ）合法木材供給体制整備事業 

①合法木材供給推進事業 
現在の供給事業体による合法木材の供給拡大を図るため、各事業体が川

上側との連携の下に供給体制を強化するよう認定団体と連携して取組を

進めるとともに、輸入材産地国に対する情報提供に取組む。 
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②合法木材供給ネットワーク拡大事業 
未だ認定を受けていない木材業者に対して認定団体を通じて認定事業

者登録のための呼びかけを行う。また、納材業者、工務店などに制度の

普及を図り、合法木材の供給体制の強化を図るため、説明会、イベント

における普及宣伝等を実施する。 
（Ｂ）合法木材信頼性向上事業 

①信頼性向上促進活動 
認定団体を通じて信頼できる合法木材の供給を促進するため、認定事

業体の指導、優良者の顕彰などを行う。 
②合法木材供給認定事業者モニタリング 

合法木材供給システム全体の活動の信頼性を高めるため、合法木材供

給事業者、同認定団体、証明された木材の追跡など多角的なモニタリン

グの体制を構築する。 
③研修の実施 

認定団体の管理責任者を対象とし合法木材の供給体制推進等のため全

国研修を実施するとともに、認定団体が実施する研修の支援を行う。 
 


